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「「「「福祉事業所福祉事業所福祉事業所福祉事業所アンケートアンケートアンケートアンケート調査調査調査調査」」」」結果結果結果結果のののの概要概要概要概要    

                       ２００７年８月１０日 

                         「福祉保育人材確保研究会」 

                          代表 佛教大学 金澤誠一 

                         協力 全国福祉保育労働組合 

ⅠⅠⅠⅠ調査調査調査調査のののの概要概要概要概要    

①①①①調査調査調査調査のののの目的目的目的目的    

 今日、福祉・保育職場での人材確保が難しい時代に入っているといわれている。その実

態を把握することが目的である。その目的のために、第１に、どの地域でどの職種で、ど

れくらいの人材が不足しているのかを明らかにする必要があった。第２に、退職していく

その理由は何か、第３に、退職者の補充は正規職員で行っているのか、非正規で行ってい

るのかも明らかにしようとした。 

 また、仮説として、大都市部と農村部とでは人材確保の状況は異なるのではないか、と

考えた。あわせて、地域的な違いにも目を向けようとした。 

②②②②調査地域調査地域調査地域調査地域のののの選定選定選定選定    

 調査地域として、大都市部と農村部の２つの地域を選定した。大都市部としては大阪府

を、農村部としては新潟県を選んだ。 

③③③③調査対象事業所調査対象事業所調査対象事業所調査対象事業所のののの種別種別種別種別のののの選定選定選定選定    

 調査対象事業所としては、全ての福祉・保育関連業種を対象とすることは、作業量と予

算面において限界があり、特に人材確保が難しいと言われている「高齢・介護」関連事業

所と「障害」関連事業所に限定することとした。 

④④④④母集団母集団母集団母集団とととと調査方法調査方法調査方法調査方法    

 調査地域である大阪府の場合には、大阪府健康福祉部「社会福祉施設一覧（平成１８年

度版）」に基づいて調査対象を選定した。「高齢・介護」関連事業所（養護老人ホーム、特

別養護老人ホーム、軽費老人ホーム、地域包括支援センター、介護老人保健施設、高齢グ

ループホーム、訪問介護事業所）として、合計１，５５１事業所、「障害」関連事業所（身

体障害者施設、知的障害者施設、精神障害者施設、ただし相談援助を主に行う施設は含ま

れていない）として、合計７２９事業所、その他保育所として５３事業所を対象として、

総合計２，３３３事業所にアンケート調査票を送付した。その内、訪問介護事業について

は１０分の１の無作為抽出で調査対象を設定した。また、保育所については福祉保育労働

組合の協力で組合員のいる事業所に調査を依頼した。それ以外は悉皆調査である。 

 新潟県の場合には、「高齢・介護」関連事業所として３１６事業所、「障害」関連事業所

として１８３事業所、総合計５００事業所にアンケート調査票を送付した。その内、高齢

ディサービスについては４分の１、身体障害者ディサービスで３分の２無作為抽出、知的

障害者ディサービスでは４分の１を無作為抽出した。また、地域包括支援センターについ

ては２分の１を無作為抽出である。それ以外は悉皆調査である。 
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⑤⑤⑤⑤調査時期調査時期調査時期調査時期    

 調査は、平成１９年５月中頃から調査票を配布し、６月中頃を締め切りとして回収した。 

⑥⑥⑥⑥有効回収数有効回収数有効回収数有効回収数とととと有効回収率有効回収率有効回収率有効回収率    

 表１に示されているように、有効回収数は、大阪で８２１ケース、新潟で２５４ケース

であった。総合計１０７５ケースということになる。回収率は大阪で３５．２％、新潟で

５０．８％、合計で３７．９％という結果であった。いずれも予想をはるかに超える回収

率であった。 

施設の種別毎に回収率をみると、大阪では、高齢・介護関連事象所の場合には、訪問介

護事業所が２割台とやや低く、地域包括支援センターが下記の理由で極端に低いが、それ

以外は３割台とほぼ一定していた。また、障害関連事業所の場合には、身体障害者施設が

２割台と低いが、知的及び精神障害施設では４割台と高かった。他方、新潟では、高齢・

介護関連事業所では、どの種別でみても４割から５割台と高かった。障害関連事業所でも

５割から６割台と高かった。 

平成１８年４月１日現在の「社会福祉施設一覧」に基づく在宅介護支援センター３９９

事業所については、ほとんど回収できなかった。制度改定による「地域包括支援センター」

への改組がみられ、改組した事業所のみが回答したとみられる。また、高齢者ディサービ

ス施設については、前記「社会福祉施設一覧」には特に分類されていなかった。特養など

との併設が多いためと思われる。したがって、ディサービス施設としての回答は少ないと

思われる。おそらくは、それは特養としてあるいは複合施設として回答したものと思われ

る。 

⑦⑦⑦⑦母集団母集団母集団母集団のののの類型化類型化類型化類型化とととと大阪府大阪府大阪府大阪府とととと新潟県新潟県新潟県新潟県のののの違違違違いいいい    

 回収された調査票には、種別に不明なもの、複数にまたがる種別を持つ事業所が含まれ

ていた。種別の不明なものは「その他の高齢施設」「その他の障害施設」「その他」に分類

した。また、複数の種別を持つ事業所については「高齢複合施設」「障害複合施設」として

分類した。また、調査票の不備のためディサービスについては、高齢者のディサービスか

障害者のディサービスかが不明なため、それらを一括して「ディサービス」とせざるを得

なかった。 

施設の類型化をする場合、基本的には、高齢と障害に区分できるが、さらに高齢は入所

施設と在宅介護施設に分類することができる。ここでは、養護老人ホームと特別養護老人

ホーム、軽費老人ホームの３つの老人ホームに介護老人保健施設と高齢複合施設を加えて

一括して「高齢入所型」とした。それ以外の在宅介護施設を「高齢在宅介護型」とした。

この中には、大阪府の場合には、高齢者グループホーム、訪問介護事業所、地域包括支援

センター、その他の高齢者施設が含まれる。その中でも、高齢者グループホーム、訪問介

護事業所の２つの施設の比重が高いことに特徴がある。新潟県の場合には、この「高齢在

宅介護型」の中には、同様の内容となるが、この調査の対象となったのは圧倒的に地域包

括支援センターが多いことに注意を要する。 



 3 

 また、「障害者施設類型」として類型化したものの中には、上記の理由でディサービスを

除いた、身体障害者施設、知的障害者施設、精神障害者施設が含まれている。それに「そ

の他障害施設」「障害複合施設」を付け加えている。設問の仕方により、それ以上の分類は

不可能であった。 

 それ以外に、種別不明のディサービスを別の類型として掲げている。また、大阪府の場

合には、保育所を参考のために別の類型として掲げている。参考程度にみてほしい（以下

同じ）。 

 

ⅡⅡⅡⅡ調査結果調査結果調査結果調査結果のののの概要概要概要概要    

 

１．福祉関連事業所における職員総数に占める非正規職員非正規職員非正規職員非正規職員のののの割合割合割合割合がががが高高高高いいいい。 

  本調査 大阪府平均 ４１．７％（高齢在宅介護型６５．２％、ディサービス６２．７％） 

      新潟県平均 ３２．５％（ディサービス４２．６％） 

 

  比較：総務省『労働力調査詳細結果』では 

      非正規の職員・従業員の割合 平成１８年非農林業平均 ３３．０％ 

                         医療・福祉  ２３．８％ 

    

２．離職率離職率離職率離職率がががが高高高高いいいい（特に大都会で）。 

本調査 大阪府平均 １９．７％（高齢入所型２１．５％、高齢在宅介護型２３．３％、ディ

サービス２２．４％） 

    新潟県平均 １２．２％（ディサービス１３．４％） 

 

比較：厚生労働省『平成１７年雇用動向調査』では 

    産業計   １７．５％ 

    医療・福祉 １８．５％ 

 

３．特に非正規非正規非正規非正規のののの離職率離職率離職率離職率がががが高高高高いいいい。 

本調査 大阪府 正規 １６．２％  非正規  ２４．４％ 

    新潟県 正規  ９．２％  非正規  １８．３％ 

 

４．離職者の補充補充補充補充はははは大阪大阪大阪大阪でででで低低低低いいいい。 

本調査 大阪府 完全に補充できた ４８．８％ 

    新潟県 同上       ６５．３％ 

 

５．補充の仕方は、正規正規正規正規のののの非正規化非正規化非正規化非正規化が進んでいる。 
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本調査 大阪府 正規を正規で   ４９．５％ 

        非正規を非正規で ５１．０％ 

        正規を非正規で  ２７．６％ 

        非正規を正規で  １１．０％ 

    新潟県 正規を正規で   ４６．９％ 

        非正規を非正規で ５６．５％ 

        正規を非正規で  ３３．９％ 

        非正規を正規で   ８．５％ 

 

６． 離職離職離職離職のののの理由理由理由理由はははは「「「「転職転職転職転職のためのためのためのため」「」「」「」「健康上健康上健康上健康上のののの理由理由理由理由」」」」が第１位と第２位 

本調査 大阪府 第１位 「転職のため」    ４９．１％ 

        第２位 「健康上の理由」   ２８．６％ 

        第３位 「結婚・出産のため」 ２５．２％ 

        第４位 「労働条件が合わない」２２．８％ 

    新潟県 第１位 「転職のため」    ４６．３％ 

        第２位 「健康上の理由」   ３３．２％ 

        第３位 「結婚・出産のため」 １８．４％ 

        第４位 「定年退職」     １６．３％ 

 

７． 自由回答欄からの抜粋 

「介護報酬の改定により、人件費比率が増加している。非正規雇用者を雇用し、収支のバ

ランスをとっていかなければならず、そうすれば介護の質の確保が困難となる。現在雇用

しているパート職員の賃金単価も、ここ数年据え置きの状態であり、不満が出ている。」 

 

「介護報酬の改定により、職員種紆余の減額も考えていかなければならなくなり、人材の

確保が困難になる。最近は、ますます重度化が進み基準人員配置を大きく上回り配置しな

ければ援助できない。ましてや、国の言う個別化、記録を重視した監査等の対応を考える

と業務量が増大している。」 

 

「介護報酬の改定で特養老人ホームの報酬が下がり、人件費が圧迫された。８０名定員の

特養では、収入を増加させることができない。昇級ができないために、職員の志気が上が

らない。優秀な若い人材がやめてゆき、また、募集しても集まらない。非常勤職員が多く

なり、介護の質が低下するのが心配。」 

 

「赤字の軽減策は人件費の縮小しかなく、すでに昨年よりボーナスカットを実施し、正規

職員を非正規に切り替えている。残るは昇給停止だが、もともと給料は低く、労働条件の



 5 

悪い中で、いかにサービスと職員のモチベーションを保つかが最大のテーマである。福祉

職場に人が集まらず去っていくのは、すべて国の責任である。」 

 

「制度改正や報酬の見直しなどで、どんどん施設運営は経済的に難しくなっており、正規

職員を減らして、パートで補わないと経営が維持できないところまで追い込まれている。

介護の質を上げたいのに正規職員を雇えず、職員の経済的な理由で優秀な人材が流出して

しまい、パートを募集しても人が集まらない、続かない。」 

 

「じっくり育成する時間もなく、経験の浅いまま、責任や業務加重に耐えられず、みすみ

すつぶれていく職員がいるのは非常に心苦しいです。」 

 

 


